
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　一　原判決中第一審判決別紙第一物件目録五、六の各土地に係る請求に

関する部分を破棄し、右部分につき本件を福岡高等裁判所に差し戻す。

　　　　　二　同物件目録九、一〇の各土地に係る請求に関する部分につき、原判

決を破棄し、第一審判決を取り消し、右部分に係る被上告人の請求を棄却する。

　　　　　三　上告人のその余の上告を棄却する。

　　　　　四　第二項に関する訴訟の総費用は被上告人の負担とし、前項に関する

上告費用は上告人の負担とする。

　　　　　　　　　理　　　　由

一　上告代理人松本伸一の上告理由について

　　所論の点に関する原審の事実認定は、原判決挙示の証拠関係に照らし首肯する

に足り、右事実及び原判決が適法に確定したその余の事実関係のもとにおいて、被

上告人が、所有の意思をもつて、第一審判決別紙第一物件目録の各土地（以下、同

目録の各土地を「本件第一の一の土地」のように表示する。）の占有を継続したと

推認した原審の判断は、正当として是認することができ、その過程に所論の違法は

ない。所論引用の判例は、事案を異にし本件に適切でない。論旨は、ひつきよう、

原審の専権に属する証拠の取捨判断、事実の認定を非難するか、又は原審の認定し

ない事由に基づいて原判決を論難するものにすぎず、採用することができない。

二　職権により按ずるに、原判決は、以下のとおり、法令の解釈適用を誤つた違法

があり、一部破棄を免れないものというべきである。

　　原審は、被上告人の本訴請求のうち、本件第一の一ないし三、五ないし一〇の

土地（いずれも農地）に係る請求について、(一)　上告人は亡Ｄの長男、被上告人

は同人の次男である、(二)　本件第一の一ないし一〇の土地及び第一審判決別紙第

二物件目録の一ないし四の土地（以下、同目録の各土地を「本件第二の一の土地」
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のように表示する。）は、もとＤの所有であつたが、同人が昭和一七年一二月三〇

日に死亡したのに伴い、当時朝鮮に居住していた上告人が、家督相続人として、こ

れらを相続した、(三)　上告人は、昭和二一年八月ころ、朝鮮を引き揚げて帰国し、

被上告人や母のＥが居住していた実家に身を寄せていたが、昭和二二年九月ころ、

前記各土地を含むＤ家の財産の分割についての話し合いが、主として、上告人、被

上告人及びＥの間でされ、結局、Ｄ家は被上告人が跡を継ぎ、上告人は分家する、

Ｅには隠居田を与える、弟のＦにも一反の田を取得させるとの趣旨で、上告人は、

被上告人に対し、本件第一の一ないし四の土地（一ないし三は畑、四は宅地）、本

件第一の五、六の土地（田）のうち後記Ｆに贈与する一反を除いた残りの土地五五

一平方メートル及び本件第一の七、八の土地（七は畑、八は田）を、Ｅに対し本件

第二の一、二の土地（当時は、ａ番の一筆の田であつた。）を、Ｆに対し本件第一

の五、六の土地のうち一反の土地（以下「Ｆ取得地」という。）を、それぞれ贈与

し、自らは、その余のｂ番の土地（田。その後、昭和四五年六月に本件第一の九、

一〇の土地及び同番三の土地に分筆された。）、本件第二の三、四の土地（畑）を

保有することとなつた、(四)　右合意に基づいて、被上告人は、自己が取得すべき

ものとされた前記各土地の田畑の耕作を継続し、また、Ｅの取得すべきものとされ

た土地及びＦ取得地も同女らの承諾のもとに耕作を続けた、(五)　上告人とＥは、

昭和三二年ころ、Ｅの取得したａ番の土地（本件第二の一、二の土地）と上告人所

有のｂ番の土地（本件第一の九、一〇の土地を含む。）を等面積で交換することを

合意し、これに伴い、被上告人は、新たにＥが取得することになつたｂ番の土地と、

右交換に供されなかつたａ番の残りの土地約三畝につき、同女の承諾のもとに耕作

を続けることになつたが、その際、Ｅは、同女の死亡後は、右ｂ番の土地を被上告

人に贈与（死因贈与）する旨の意思表示をした、(六)　被上告人は、昭和四五年六

月三日、Ｆから、Ｆ取得地を含む同人の所有地合計約一反五畝を代金五〇万円で買
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い受ける旨合意し、右代金を昭和四九年四月一〇日までに完済した、(七)　このよ

うにして、被上告人は、本件第一の一ないし三の土地、本件第一の五、六の土地の

うちＦ取得地を除いたその余の土地及び本件第一の七、八の土地については、遅く

とも前記財産の分割についての話し合いに基づきその耕作を開始した昭和二二年九

月末日から、本件第一の九、一〇の土地については、遅くともＥの死亡した昭和四

三年二月二二日から、いずれも昭和五四年六月に至るまで、所有の意思をもつて、

平穏公然に占有を継続し、その占有の始め善意で過失がなかつた、(八)　Ｆは、Ｆ

取得地につき、遅くとも昭和二二年九月末日から前記昭和四五年六月三日に至るま

で、被上告人を介し、所有の意思をもつて、平穏公然に占有を継続し、その占有の

始め過失がなかつた、(九)　したがつて、本訴において取得時効を援用した被上告

人は、本件第一の一ないし三の土地、本件第一の五、六の土地のうちＦ取得地を除

いたその余の土地及び本件第一の七、八の土地については、昭和三二年九月末日の

経過により、本件第一の九、一〇の土地については、昭和五三年二月二二日の経過

により、それぞれ、その所有権を時効により取得したものであり、Ｆ取得地につい

ては、Ｆが昭和三二年九月末日の経過に伴い時効により取得した右土地の所有権を

前記売買により取得したものというべきである、(一〇)　それ故、上告人は、被上

告人に対し、本件第一の一ないし三、五ないし八の各土地につき、昭和二二年九月

末日時効取得を、本件第一の九、一〇の各土地につき、昭和四三年二月二二日時効

取得をそれぞれ原因とする所有権移転登記義務があるものというべきであるから、

被上告人の本訴請求を認容すべく、上告人の本件控訴は棄却すべきものとしている。

　しかしながら、原審の右判断は是認することができない。その理由は次のとおり

である。

　被上告人及びＦが、上告人からの贈与に基づき前記各土地の占有を開始した昭和

二二年九月当時においては、農地の所有権を移転するためには、農地調整法（昭和
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二二年法律第二四〇号による改正前のもの）四条、農地調整法施行令（昭和二三年

政令第三五号による改正前のもの）二条の各規定に従い、地方長官の許可を受ける

ことが必要であつて、右所有権移転を目的とする法律行為は、これにつき右許可が

ない限り、その効力を生じないとされていたものであり、また、被上告人が、Ｅか

らの死因贈与に基づいて前記各土地の占有を開始した昭和四三年二月二二日当時及

びＦから前記Ｆ取得地を買い受けた昭和四五年六月三日当時においても、農地法（

前者の当時は昭和四五年法律第七八号による改正前のもの、後者の当時は昭和四五

年法律第五五号による改正前のもの）三条が、それぞれ同趣旨（ただし、許可の主

体は都道府県知事である。以下、前記農地調整法時代の許可を含め「知事の許可」

という。）を規定していたものである。したがつて、農地の譲渡を受けた者は、通

常の注意義務を尽くすときには、譲渡を目的とする法律行為をしても、これにつき

知事の許可がない限り、当該農地の所有権を取得することができないことを知り得

たものというべきであるから、例えば、譲渡についてされた知事の許可に瑕疵があ

つて無効であるが右瑕疵のあることにつき善意であつた等の特段の事情のない限り、

譲渡を目的とする法律行為をしただけで当該農地の所有権を取得したと信じたとし

ても、そのように信じるにつき過失がないとはいえないものというべきである（最

高裁昭和五八年（オ）第一〇六四号同五九年五月二五日第二小法廷判決・民集三八

巻七号七六四頁参照）。これを、本件についてみるに、原審の確定した前記事実関

係によると、被上告人及びＦが上告人から前記各土地の贈与を受けた時点及び被上

告人がＥから前記各土地の死因贈与を受けた時点において、右贈与及び死因贈与に

つき、いずれも知事の許可があつたとはいえず、また、記録に照らすと、被上告人

は、原審において、前示の特段の事情のあることを主張・立証していないことが明

らかであるから、被上告人及びＦが前記の贈与ないし死因贈与を受けたことのみに

よつて、前記各土地の所有権を取得したと信じたとしても、そのように信じるにつ
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いて過失がなかつたとはいえないものというべきである。したがつて、被上告人及

びＦに右過失がなかつたとした原審の判断には、民法一六二条二項の解釈適用を誤

つた違法があるものというべきである。そして、本件第一の九、一〇の土地につい

ては、後記の他の本件各土地とは異なり、被上告人が、民法一六二条一項所定の取

得時効をも援用しているものと認める余地はないものというべきであるから、前記

違法は、判決に影響を及ぼすことが明らかであり、原判決中、本件第一の九、一〇

の土地に係る請求に関する部分は、破棄を免れない。そして、原審の確定した前記

の事実関係及び右に説示したところによれば、右部分に係る被上告人の請求は理由

がないものというべきであるから、これを認容した第一審判決を取り消した上、右

請求を棄却すべきである。

　もつとも、本件第一の一ないし三の土地及び本件第一の五ないし八の土地につい

ては、記録に照らすと、被上告人は民法一六二条一項の取得時効をも援用している

ものと認めるのが相当と解されるところ、原審の確定した前記の事実関係によると、

被上告人は、本件第一の一ないし三の土地及び本件第一の五、六の土地のうちＦ取

得地を除いた部分並びに本件第一の七、八の土地については、昭和二二年九月末日

から二〇年を超える期間、所有の意思をもつて、平穏公然にその占有を継続したも

のということができるから、結局、被上告人は、昭和四二年九月末日の経過ととも

に、右各土地の所有権を時効により取得したものということができる。そうすると、

上告人に対し、本件第一の一ないし三の土地及び本件第一の七、八の土地について

昭和二二年九月末日時効取得を原因とする所有権移転登記手続を求める被上告人の

本訴請求は、結局容認することができるものというべきであるから、右請求を認容

すべきものとした原審の判断は、前記の違法にもかかわらず、結論において是認す

ることができるものというべきである。

　ところで、本件第一の五、六の土地のうちＦ取得地を除いた部分については、前
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記の説示に照らし、被上告人にその所有権の時効取得を肯定すべきものであるとし

ても、右土地の範囲が図面等により具体的に特定されていないため、このままでは、

被上告人の本訴請求を認容することはできないものといわざるをえない。更に、Ｆ

取得地については、Ｆが、被上告人を介して、右期間その占有を継続し、その結果、

右土地の所有権を時効により取得したものといえるとしても、被上告人は、昭和四

五年六月三日に右土地をＦから買い受けるに当たり、知事の許可を受けたものとは

いえないのであるから、前記の説示に照らし、その所有権を取得することはできな

いものといわなければならない。そうすると、これと異なり、本件第一の五、六の

土地に係る被上告人の請求を認容すべきものとした原審の判断は、法令の解釈適用

を誤つた違法があるものというべきであり、右違法が判決に影響を及ぼすことは明

らかというべきであるから、原判決中、本件第一の五、六の土地に係る請求に関す

る部分は破棄を免れない。そして、右部分については、前記の説示に照らし、本訴

請求を認容すべき部分と棄却すべき部分とを確定させるため、更に審理を尽くさせ

る必要があるから、本件を原審に差し戻すのが相当である。

三　よつて、民訴法四〇八条一号、四〇七条一項、三九六条、三八六条、三八四条、

九六条、九五条、八九条に従い、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。

　　　　　最高裁判所第三小法廷

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　伊　　　藤　　　正　　　己

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　安　　　岡　　　滿　　　彦

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　坂　　　上　　　壽　　　夫

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　貞　　　家　　　克　　　己
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